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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

    ３．第57期及び第57期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

ついては、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

    ４．第58期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

     ５．従業員数は就業人員数を表示しております。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第57期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第58期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第57期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  1,194,995  1,899,721  5,640,923

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 △137,391  149,402  △190,477

四半期（当期）純利益又は純損失

（△）（千円） 
 △288,629  137,721  △356,069

純資産額（千円）  8,897,788  8,804,310  8,775,908

総資産額（千円）  11,072,578  10,904,208  10,660,500

１株当たり純資産額（円）  1,079.73  1,068.41  1,064.97

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は純損失金額（△）（円） 
 △35.02  16.71  △43.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 ―  ―  ―

自己資本比率（％）  80.4  80.7  82.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 101,625  405,152  341,121

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △69,803  △36,740  △125,954

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,774  △17,744  △15,796

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 3,931,546  4,420,656  4,094,158

従業員数（人）  272  252  256
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（  ）外数で記載し

     ております。  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期会計期間の平均人員を（  ）外数で記載してお

ります。  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人）   （ ）252 129

  平成22年６月30日現在

従業員数（人）   （ ）175 28
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(1）生産実績 

  当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。  

 （注）１ 金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称  

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日）  

前年同四半期比 

金額（千円） 割合（％） 

日   本  1,421,249 ― 

米   国  － ―  

中   国  930,358 ―  

合   計  2,351,608 ― 

セグメントの名称 受注高（千円） 
前年同四半期比

（％）  
受注残高（千円）  

前年同四半期比
（％） 

日  本  1,576,243 ―  985,551 ― 

米  国  520,665 ―  460,844 ― 

中  国  186,351 ―  128,642 ― 

合  計    2,283,259 ―  1,575,038 ― 
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(3）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。  

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

   

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

セグメントの名称  

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日）  

前年同四半期比 

金額（千円） 割合（％） 

日   本  1,339,840 ― 

米   国  402,265 ―  

中   国  157,616 ―  

合   計  1,899,721 ― 

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

千代田電子機器㈱  253,426  21.2  499,689  26.3

㈱日本電化工業所  161,615  13.5  333,871  17.6

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間は、各国における景気刺激策により米国や欧州が下げ止まりの傾向にあり、中国などア

ジアを中心とした新興国での高い伸びにも支えられ、国内におきましても雇用情勢に厳しさが見られるものの、耐久

消費財を中心に個人消費の持ち直しが見られ、企業収益はプラスへ転じつつあります。当社の属する産業用スイッチ

（操作用スイッチ）市場の出荷総額におきましても、前年同期比176.1％と前年同時期が景気の底だったこともあり

ますが大きく好転しております。しかしながら、欧州における財政危機やそれに伴う金融システムの不安定化、また

は中国における金融引き締め策への懸念など、先行きにつきましては依然不透明な部分も多くあります。  

 こうした中、当社グループは、４ヵ年の中期経営計画「Quantum Leap Advanced」の最終年度を迎えております。

この間、一貫して、世界販売契約を締結したグローバルディストリビューター(以下GD)からの販売や、IS（多機能ス

イッチ）やタッチパネルをはじめとする重点商品および特注品の販売などの強化販売項目に注力し、北米市場におけ

るシェアアップに取り組んでまいりました。グローバル化への対応の一環としてGDとの拡販強化を掲げております

が、GDとの関係強化・EUにおける「NKK主導の営業展開」の実現およびNKKブランド認知度の浸透を目的とし、ドイツ

のフランクフルトに欧州販売連絡事務所を設立しました。今後は欧州市場においても積極的な販売活動の展開を図っ

てまいります。  

 これにより、当第１四半期連結会計期間の売上高は18億９千９百万円（前年同期比59.0％増）、利益に関しまして

は、売上高の増加に加え、前年度に引き続いての経費削減等を実行することにより、営業利益は１億６千６百万円

（前年同期は２億４千７百万円の営業損失）、経常利益は１億４千９百万円（前年同期は１億３千７百万円の経常損

失）、四半期純利益は１億３千７百万円（前年同期は２億８千８百万円の四半期純損失）と、当社グループの当第１

四半期連結会計期間は増収増益となりました。 

 引き続き、社員一人一人が原点に戻り「自主性と責任」を全うする中で、販売強化項目を中心に拡販に傾注してい

くとともに選択と集中を進め、更なる「競争力強化」と「体質強化」に尽力していきたいと考えております。  

 なお、セグメントの概況は次の通りであります。  

（1） 日本  

 特注品売上高の拡大や、次世代ISである「有機ELディスプレイ カラーIS」および「有機ELディスプレイ ロ

ッカIS」の浸透に注力するとともに、タッチパネルの受注増加、および民生用スイッチ市場の開拓などにより、

当第１四半期連結会計期間の売上高は16億４千７百万円（前年同期比70.8％増）となりました。  

（2） 米国  

 グローバルディストリビューターとの関係強化をすすめ、また、米国市場における設備投資の下げ止まりの傾

向もあり、当第１四半期連結会計期間の売上高は４億４百万円（前年同期比14.9％増）となりました。  

（3） 中国  

 中国を中心としたアジア地域での景気回復の傾向、および中国におけるスイッチ市場の拡大により、順調にプ

ラス成長を続けております。当第1四半期連結会計期間の売上高は５億1千万円(前年同期比129.4％増）となりま

した。  

  

２．連結財政状態に関する定性的情報 

(1) 資産  

 資産合計は109億４百万円（前連結会計年度末比２億４千３百万円の増加）となりました。  

 主な要因は、現金及び預金の増加（前連結会計年度末比３億２千６百万円の増加）、受取手形及び売掛金の増加

（前連結会計年度末比１億７千９百万円の増加）、原材料及び貯蔵品の減少（前連結会計年度末比９千３百万円の

減少）、投資その他の資産の減少（前連結会計年度末比６千３百万円の減少）によるものであります。  

(2) 負債  

 負債合計は20億９千９百万円（前連結会計年度末比２億１千５百万円の増加）となりました。 

 主な要因は、支払手形及び買掛金の増加（前連結会計年度末比２億２千８百万円の増加）によるものでありま

す。 

(3) 純資産  

 純資産合計は88億４百万円（前連結会計年度末比２千８百万円の増加）となりました。 

 主な要因は、利益剰余金の増加（前連結会計年度末比１億１千３百万円の増加）、その他有価証券評価差額金の

減少（前連結会計年度末比３千７百万円の減少）、為替換算調整勘定の減少（前連結会計年度末比４千７百万円の

減少）によるものであります。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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３．キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により４億５百万円の増加 （前年同四半

期は１億１百万円の増加）、投資活動により３千６百万円の減少（前年同四半期は６千９百万円の減少） 、財務活

動により１千７百万円の減少（前年同四半期は１百万円の減少）となり、前連結会計年度末に比べ３億２千６百万円

増加（前年同四半期は２千４百万円の増加）し、44億２千万円（前年同四半期末は39億３千１百万円）となりまし

た。   

(1) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは４億５百万円の増加（前年同四半期は１億１百万円の増加）となりまし

た。主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益１億４千８百万円、減価償却費９千３百万円、たな卸資産の減少

６千７百万円、仕入債務の増加２億７千９百万円等によるものであり、主な減少要因は、売上債権の増加１億９千

９百万円等によるものであります。    

(２) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動により使用した資金は３千６百万円（前年同四半期は６千９百万円の減少）となりました。主な要因

は、有形固定資産の取得３千６百万円によるものであります。     

(３) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動により使用した資金は１千７百万円（前年同四半期は１百万円の減少）となりました。主な要因は、配

当金の支払い２千万円によるものであります。     

４．事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた問題はありません。 

５．研究開発活動 

 当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は８千４百万円であります。 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の基本的な方針に変更はありませんが、 

市場状況を鑑み、当期はカスタム品の開発に注力しております。 

 なお、当期の工業所有権出願件数は、２件となっております。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

(2）設備の新設、除却等の計画 

経常的な設備の更新のための新設等を除き、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

  

  

 該当事項はありません。 

  

 当第１四半期会計期間において、大橋幹雄氏から平成22年５月11日付の大量保有報告書（変更報告書）の写

しの送付があり、平成22年４月21日現在で370千株を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の

記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。 

 なお、大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  26,000,000

計  26,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月11日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  8,425,200  8,425,200
大阪証券取引所 

（ＪＡＳＤＡＱ市場）  

単元株式数 

1,000株 

計  8,425,200  8,425,200 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日  
 ―  8,425,200  ―  951,799  ―  833,305

（６）【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合

（％） 

大橋幹雄  東京都大田区  株式   370,916  4.40
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

 （注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式647株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式   184,000
― 

株主としての権利内容に何ら制限の

ない、標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式  8,205,000  8,205 同上 

単元未満株式 普通株式   36,200 ― 同上 

発行済株式総数  8,425,200 ― ― 

総株主の議決権 ―  8,205 ― 

  平成22年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する所有株
式数の割合(％) 

(自己保有株式) 

日本開閉器工業㈱ 

神奈川県川崎市高津区

宇奈根715番地1 
 184,000    ―  184,000  2.18

計 ―  184,000    ―  184,000  2.18
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

２【株価の推移】

月別 
平成22年
４月 

５月 ６月 

最高（円）  450  446  413

最低（円）  380  360  385

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期連結会計期間（平成22

年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。  

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって、有限責任 あずさ監査法人

となっております。  

 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,420,656 4,094,158

受取手形及び売掛金 1,394,261 1,214,472

商品及び製品 936,759 907,117

仕掛品 9,472 58,735

原材料及び貯蔵品 1,234,442 1,328,171

繰延税金資産 31,169 31,628

その他 48,471 48,543

貸倒引当金 △2,513 △2,438

流動資産合計 8,072,719 7,680,390

固定資産   

有形固定資産 ※  1,638,878 ※  1,686,021

無形固定資産   

のれん 4,156 5,563

その他 255,736 292,658

無形固定資産合計 259,893 298,221

投資その他の資産   

投資その他の資産 932,736 995,867

貸倒引当金 △20 △0

投資その他の資産合計 932,716 995,867

固定資産合計 2,831,488 2,980,109

資産合計 10,904,208 10,660,500

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,096,406 868,235

1年内返済予定の長期借入金 6,960 6,984

未払法人税等 14,712 14,145

引当金 41,944 128,674

その他 457,630 368,534

流動負債合計 1,617,652 1,386,573

固定負債   

長期借入金 26,101 23,317

繰延税金負債 42,973 70,042

役員退職慰労引当金 163,607 172,010

退職給付引当金 134,113 117,199

その他 115,450 115,450

固定負債合計 482,244 498,018

負債合計 2,099,897 1,884,591
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 951,799 951,799

資本剰余金 833,305 833,305

利益剰余金 7,488,042 7,375,042

自己株式 △156,106 △156,106

株主資本合計 9,117,040 9,004,040

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,550 44,004

為替換算調整勘定 △319,280 △272,136

評価・換算差額等合計 △312,730 △228,132

純資産合計 8,804,310 8,775,908

負債純資産合計 10,904,208 10,660,500
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 1,194,995 1,899,721

売上原価 870,081 1,169,655

売上総利益 324,914 730,065

販売費及び一般管理費 ※  572,771 ※  563,556

営業利益又は営業損失（△） △247,857 166,509

営業外収益   

受取配当金 － 6,120

受取賃貸料 5,023 4,454

受取保険金 100,147 －

その他 9,219 2,860

営業外収益合計 114,391 13,434

営業外費用   

支払利息 461 490

賃貸収入原価 1,090 1,566

為替差損 2,296 28,309

その他 76 175

営業外費用合計 3,925 30,541

経常利益又は経常損失（△） △137,391 149,402

特別利益   

貸倒引当金戻入額 4,177 －

固定資産処分益 1,852 －

特別利益合計 6,030 －

特別損失   

固定資産処分損 － 60

投資有価証券評価損 2,184 500

役員退職慰労金 110,850 －

特別損失合計 113,034 560

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△244,395 148,841

法人税、住民税及び事業税 3,966 11,327

過年度法人税等 42,610 －

法人税等調整額 △2,305 △207

法人税等合計 44,272 11,119

少数株主損益調整前四半期純利益 － 137,721

少数株主損失（△） △38 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △288,629 137,721
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△244,395 148,841

減価償却費 125,491 93,750

退職給付引当金の増減額（△は減少） △18,981 16,913

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △327,802 △8,402

賞与引当金の増減額（△は減少） △96,284 △77,679

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,600 △9,050

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,133 164

固定資産処分損益（△は益） △1,852 60

投資有価証券評価損益（△は益） 2,184 500

受取利息及び受取配当金 △6,420 △6,626

支払利息 461 490

たな卸資産の増減額（△は増加） 142,546 67,789

売上債権の増減額（△は増加） 91,926 △199,987

未収入金の増減額（△は増加） 5,824 △3,165

仕入債務の増減額（△は減少） △80,104 279,667

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,636 △13,947

未払金の増減額（△は減少） 548,594 117,059

その他の資産の増減額（△は増加） 13,930 1,088

その他の負債の増減額（△は減少） 630 827

小計 143,377 408,293

利息及び配当金の受取額 5,798 7,138

利息の支払額 △152 △181

法人税等の支払額 △47,398 △10,098

営業活動によるキャッシュ・フロー 101,625 405,152

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △61,561 △36,876

無形固定資産の取得による支出 △7,983 △279

投資有価証券の取得による支出 △6,663 －

子会社株式の取得による支出 － △480

定期預金の預入による支出 － △200,000

定期預金の払戻による収入 － 200,000

その他 6,404 896

投資活動によるキャッシュ・フロー △69,803 △36,740

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 4,500

長期借入金の返済による支出 △1,725 △1,740

配当金の支払額 △49 △20,504

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,774 △17,744

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,748 △24,169

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 24,298 326,497

現金及び現金同等物の期首残高 3,907,247 4,094,158

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,931,546 ※  4,420,656
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 これによる損益への影響はありません。  

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

  

 前第１四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取配当金」は、

営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結会計期間より区分掲記することとしました。なお、前

第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取配当金」は5,604千円であります。 
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．たな卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しましては、実

地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合

理的な方法により算定する方法によっております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産につきましては、連結会計年度に係る減

価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。  

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金

負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しましては、加味する加減算項目や

税額控除項目を重要なものに限定して算出する方法によっておりま

す。また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前連結

会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい

変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来

の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式  8,425千株            

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式   184千株   

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 千円8,668,502 ※ 有形固定資産の減価償却累計額 千円8,636,468

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料手当 千円226,039

賞与引当金繰入額 千円9,457

役員退職慰労引当金繰入額 千円3,700

給料手当 千円194,903

賞与引当金繰入額 千円24,810

役員退職慰労引当金繰入額 千円3,550

役員賞与引当金繰入額 千円6,964

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

 対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

 対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定  3,931,546

現金及び現金同等物  3,931,546

（平成22年６月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定  4,420,656

現金及び現金同等物  4,420,656

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円）  

基準日  効力発生日  配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会  
普通株式    24,721 3.0 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金
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 当社グループは操作用スイッチを始めとする電子機器部品を製造、販売するという単一事業を営んでおりま

すので、事業の種類別セグメント情報の記載は省略しております。 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米………………米国、カナダ 

(2）その他の地域……スウェーデン、イギリス、ドイツ、韓国、中国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  日本(千円) 米国(千円) 中国(千円) 計(千円)
消去又は全
社(千円) 

連結(千円)

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  754,105  351,253  89,635  1,194,995  －  1,194,995

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 210,424  371  143,062  353,859 (△353,859)      

計  964,530  351,625  232,698  1,548,854 (△353,859)  1,194,995

営業利益又は営業損失（△）  △228,324  △5,166  10,893  △222,597 (△25,260)  △247,857

【海外売上高】

  北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  351,253  126,485  477,739

Ⅱ 連結売上高（千円）              1,194,995

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割

合（％） 
 29.4  10.6  40.0
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１．報告セグメントの概要  

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。  

 当社グループは、産業用スイッチ（操作用スイッチ）を生産・販売しており、国内においては当社が、海

外においては米国、中国の現地法人が中心となって、各地域を担当しております。現地法人はそれぞれ独立

した経営単位であり、取り扱う製品について各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。 

 したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、

「日本」、「米国」及び「中国」の３つを報告セグメントとしております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）  

（単位：千円）

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

                        （単位：千円） 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用しております。  

  

  

【セグメント情報】

  報告セグメント   

  日本 米国 中国 合計

売上高  

(1）外部顧客への売上高  1,339,840  402,265  157,616  1,899,721

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 307,362  1,833  352,673  661,870

計  1,647,203  404,098  510,290  2,561,591

セグメント利益又は損失（△）  168,616  19,888  △9,329  179,176

利 益  金額  

報告セグメント計    179,176

セグメント間取引消去  △12,666

四半期連結損益計算書の営業利益    166,509
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 金融商品の当第１四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。 

  

 有価証券の当第１四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。 

 デリバティブ取引の当第１四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。 

  

 該当事項はありません。 

     該当事項はありません。 

  

     該当事項はありません。 

  

 賃貸等不動産の当第１四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

    

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等 

 （注）１ 前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ２ 当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

    ３ １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 該当事項はありません。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについて、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第１四半期連結会計期間末におけるリース取引残

高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,068.41 円 １株当たり純資産額  1,064.97 円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額

（△） 
 △35.02 円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
 ― 円

１株当たり四半期純利益金額  16.71 円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
 ― 円

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △288,629  137,721

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △288,629  137,721

期中平均株式数（千株）  8,240  8,240

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成 21年８月11日

日本開閉器工業株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 髙  橋  宏  ㊞ 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 栗  田  渉  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本開閉器工業

株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本開閉器工業株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

      ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月11日

日本開閉器工業株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 髙  橋  宏  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 沖  恒 弘  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 栗  田  渉  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本開閉器工業

株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本開閉器工業株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

      ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 


